
物 品 供 給 契 約 書 
１ 物品 

品    名 品質・形状・寸法 数量 単位 
契 約 価 格 

摘要 
単価（円） 金額（円） 

量水器 
口径１３ｍｍ ロング 
（舶来ネジ） 

接線流羽根車単箱型 
乾式  

2,500 個    

（以下余白）       

       

       

計       

消費税及び 
地方消費税の額 

      

契 約 金 額       

 
 
２ 契約の金額      ￥            －  

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥         － ） 

３ 納 入 期 限     令和２年（2020年）３月 ６日 

４ 契約保証金      

５ 納 入 場 所     上下水道局料金課（量水器倉庫） 
 
 上記の物件について、注文者 熊本市 と供給者              とは、次の条項

によって、物品供給契約を締結する。 
 



条 項 
（総則） 

第１条 供給者は、注文者の指示した仕様書、図面、見本、その他に従って、頭書の物品（以下「物品」という。）を供

給するものとする。 

２ 注文者の指示した仕様書、図面、見本、その他に明示されていないものがあるときは、注文者と供給者とが協議

して定める。 

（供給及び検査） 

第２条 供給者は、納入場所にあって、供給に関する事務を処理しなければならない。 

 ２ 供給者は、物品を納入場所に持ち込んだときは、注文者にその旨を届け出て、注文者又はその委任を受けた者の検

査を受けて引き渡さなければならない。 

 ３ 供給者が前項の検査に立ち会わないときは、注文者は、供給者の欠席のまま検査をすることができる。この場合に

おいて、供給者は、検査の結果に対して異議を申し立てることができない。 

 ４ 納入及び検査に要する費用は、供給者の負担とする。 

 ５ 第２項の引渡し前に生じた損害は、すべて供給者の負担とする。 

（検査不合格の場合の供給者の義務） 

第３条 検査の結果、納入した物件に不合格品があったときは、供給者は、注文者の指定する期日までにこれを引き取り、

代品を納入しなければならない。 

 ２ 供給者が前項の義務を履行しないときは、注文者は、適宜これを処置し、その費用を供給者に負担させることがで

きる。 

 ３ 第１項の規定により代品が納入されたときは、前条の規定を準用する。 

 （権利義務の譲渡等） 

第４条 供給者は、この契約によって生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、

注文者の承認を得たときは、この限りでない。 

 ２ 供給者は、物件の全部又は一部を第三者をして供給させてはならない。ただし、注文者の承認を得たときは、この

限りでない。 

 （代金支払の時期） 

第５条 供給者は、第２条第２項及び第３条第３項の検査に合格したときは、所定の手続きに従って代金の支払を請求す

ることができる。 

 ２ 注文者は、前項の支払請求があったときは、その日から３０日以内に支払わなければならない。 

 （部分使用及び部分払） 

第６条 注文者は、物件完納前に、既納の検査に合格した物件の全部又は一部を使用することができる。 

 ２ 供給者は、物件完納前に、検査に合格した既納部分に対する代価について部分払を請求することができる。 

 （契約の変更、履行の中止等） 

第 7 条 注文者は、必要があるときは、物件の数量、納入期限、仕様書等を変更し、又はこの契約の履行を一時中止す

ることができる。 

 ２ 前項の一時中止によって、供給者が損害を受けたときは、供給者は、その賠償を請求することができる。 

 ３ 第１項に規定する納入期限の変更若しくは同項の規定に基づく契約の変更に伴う契約金額の変更又は前項の賠償

額については、注文者と供給者とが協議して定める。ただし、協議が調わないときは、注文者の認定による。 

 （かし担保） 

第８条 供給者は、第２条第２項の規定による物件の引渡しの日から １２ 箇月間、当該物件につき、破損、変質、性



能の低下、その他の事故が生じたときは、取替え、補修その他必要な措置を講じなければならない。ただし、注文者

の責めに帰すべき事由により事故が生じたときは、この限りでない。 

 （履行遅滞の場合における損害金等） 

第９条 供給者の責めに帰すべき事由により納入期限内に納入することができない場合において、注文者は、損害金の支

払を供給者に請求することができる。 

 ２ 前項の損害金の額は、契約金額(単価契約による場合は予定数量に単価を乗じて得た金額)から検査に合格した既納

部分に対する代価に相当する額を控除した額につき、遅延日数に応じ、この契約の締結の日における政府契約の支払

遅延防止等に関する法律（昭和 24年法律第 256号）第 8条第 1項の規定に基づき財務大臣が決定する率（以下「遅

延利息の率」という。）を乗じて計算した額とする。 

 ３ 注文者の責めに帰すべき事由により、第 5 条第 2 項の規定による代金の支払が遅れた場合において、供給者は、

未受領金額につき、遅延日数に応じ、遅延利息の率を乗じて計算した額の遅延利息の支払を注文者に請求することが

できる。 

 （注文者の契約解除） 

第１０条 注文者は、供給者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

  （1） 正当な理由なく、頭書の納入期限内又は期限後相当の期間内にこの契約を履行する見込みがないと認められ

るとき 

  （2） この契約の締結又は履行について、不正の行為があったとき。 

  （3） この契約の履行に関し、注文者又はその委任を受けた者の指示に従わないとき又はその職務の執行を妨害し

たとき。 

  （4） 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき又は供給者の責めに帰すべき理由により履行不能とな

ったとき。 

  （5） 供給者が第１３条に規定によらないで契約解除を申し出たとき。 

  （6） 供給者が次のいずれかに該当するとき。 

   ア 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長その他これに類する地位にある者及び

経営に実質的に関与している者を、法人格を有しない団体にあっては代表者及び経営に実質的に関与している者

を、個人にあってはその者及びその者の支配人をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴

力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

   イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経

営に実質的に関与していると認められるとき。 

   ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団

又は暴力団員を利用する等の行為をしたと認められるとき。 

   エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の

維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

   オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

   カ 資材又は原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知

りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

   キ 供給者が、アからオまでのいずれかに該当する者を資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方としてい

た場合（カに該当する場合を除く。）に、注文者が供給者に対して当該契約の解除を求め、供給者がこれに従わ

なかったとき。 



 （契約が解除された場合等の違約金） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、供給者は、これによって生じた注文者の損害の賠償及び契約

金額(単価契約による場合は予定数量に単価を乗じて得た金額)の10分の１に相当する額の違約金の支払を注文者の指

定する期間内に行わなければならない。この場合において、損害の賠償に係る金額は、注文者の認定による。 

（1） 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

（2） 供給者がその債務の履行を拒否し、又は供給者の責めに帰すべき事由によって供給者の債務について履行不能

となった場合 

２ 次に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

（1） 供給者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）の規定により選任

された破産管財人 

（2） 供給者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定により

選任された管財人 

（3） 供給者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第225号）の規定によ

り選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、注文者は、当該契約

保証金又は担保をもって同項に規定する損害の賠償に係る金額及び違約金に充当することができる。 

（その他の解除権） 

第１２条 注文者は、第１０条の規定によるほか、必要があると認めるときは、この契約を解除することができる。 

２ 前項の場合において、供給者は、解除によって生じた損害の賠償を注文者に対して請求することができる。ただし、

その賠償額は、注文者と供給者とが協議して定める。 

（供給者による解除等） 

第１３条 供給者は、天災その他避けることのできない特別の理由により、この契約の履行が不能となったときは、この

契約の解除又は納入期限の延長若しくは履行の一時中止を注文者に対し請求することができる。 

 （契約解除の場合の処置） 

第１４条 この契約を解除したときは、納入場所に持ち込まれている物件で検査に合格したものがあるときは、注文者は、

その代価を支払うものとする。 

 （雑則） 

第１５条 この契約に定めるものを除くほか、必要な事項は、注文者と供給者とが協議して定めるものとする。上記契約

の成立の証として本書２通を作成し、注文者及び供給者が記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 
 
 令和元年（2019年）  月  日 
 
    注文者    熊本市中央区水前寺６丁目２番４５号 
           熊本市 
           熊本市上下水道事業管理者  白 石 三 千 治      ㊞ 
 
 
    供給者    住所 
            
           氏名                         ㊞ 


